
公共図書館における情報検索課題の解決のための概念モデル「図書館ポータルシステム」

1．はじめに

近年、情報検索を取り巻く環境は大きく変わり
つつある。情報メディアは多様化し、従来の図書
館資料の概念では当てはまらないメディアも増え
てきた。
情報メディアが多様化し、それに対応する情報
検索システムが増えるたびに、その利用者が検索
方法を習得しなければならない。
公共図書館の利用者（以下「利用者」）に見ら
れる一般的な情報検索技術の水準から判断して、
現在の情報検索環境は情報にアクセスしやすい環
境とは言いがたい。また、公共図書館サービスと
情報検索システムとの連携と言う視点から見て
も、十分な連携が図れているとは言いがたい。
そこで本研究ではこれらの諸課題を分析し、そ
の課題を解決するための総合的な情報検索システ
ム「図書館ポータルシステム」について検討し、

その概念モデルを提示することによってその実現
のための全体像を示すとともに、各課題の解決の
方向性を示すことを目的とする。

2．情報検索における課題分析

2.1．情報組織化における課題
2.1.1．新しい情報メディアへの対応
新しい情報メディアが出現するたびに、公共図
書館はその収集と組織化に努めてきた。しかし近
年必ずしも従来の図書館資料の枠に当てはまらな
い情報源が出現している。
図書館外における情報源として見過ごせないも
のとしてインターネットの存在がある。一般的な
人々にとってインターネットが身近な情報検索手
段となって久しい。また公共図書館においてもレ
ファレンス解決のためにインターネットを利用す
ることが珍しくなくなってきている。
これらインターネットに存在する情報源（以下

「ウェブ情報源」）には、次のような特徴がある。
第一に、情報が常に更新される可能性があるた
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め情報の同一性が保証されない。また常に同じウ
ェブ上の所在地に存在するとはかぎらず、定期的
に存在を確認する必要がある。
第二に、ウェブ情報源は情報の品質にばらつき
があり、情報の信頼性と発信源の典拠を確かめる
必要がある。既存の出版流通形態と異なり、著者
が直接情報を公開することができる。そのため公
共図書館が利用者に情報提供する際には情報の正
確性に留意する必要がある。ウェブ情報源の評価
法については多数の先行研究があり 1）2）3）4）、代
表的なものに四谷 5）らの研究などがある。実際
に公共図書館においてウェブ情報源を評価するに
あたっては、対象とする評価の範囲および評価法
を検討する必要がある。
第三に、ウェブ情報源を組織化するための方法
が定まっていない。はじめに触れたとおりウェブ
情報源は図書館外の情報源であり、また情報の同
一性が確実とは言えないため、従来の図書館資料
を収集・整理・保存するといった基本的な方法を
とることができない。そこでウェブ情報源の索引
を作成したり 6）7）8）、適切な処理の後にアーカイ
ブ化したりする動きも出ている 9）10）11）。
またウェブ情報源のメタデータ要素としてダブ
リンコアメタデータが提唱され 12）、ウェブ情報
に直接メタデータを記述する手法なども研究が進
められている 13）。
これらの動きは記述の方法論について方向性を
示しているものの、現実には全てのウェブ情報源
の著者が必ずメタデータを記述するとは限らな
い。著者がメタデータを記述していない場合、情
報検索システムの作成者側がメタデータを作成す
ることも考えられる。特に公共図書館においては
地域情報の収集にも留意する必要があり、公共図
書館側が情報源からメタデータを作成するケース
が生じることも考えられる。

2.1.2．書誌（メタデータ）の記述の統一の必要性
はじめに指摘したように、情報メディアの多様
化により情報検索システムの分散化が進んでい
る。
情報検索システムの分散は、利用者の視点から
見た場合に不便な点が多い。利用者は情報検索シ
ステムごとにその使用法を取得しなければならな

い。また複数の情報検索システムを駆使しなけれ
ば、資料の所在と所蔵を確認できないことがある。
情報検索システムが分散化する理由として、資
料媒体ごとに記述方法と記録方法が異なることが
一因として挙げられる。例えば図書と雑誌では文
献の物理的階層が異なる。雑誌文献は個別の「著
作」であるにもかかわらず、物理的資料を記述の
対象とする現行の目録法では「著作」たる文献を
直接記述することはない。目録記述の対象となる
のは物理的単位となる雑誌であり、個別の「著作」
に対する記述は雑誌記事索引で行われている。
このような問題を解決する方法として、文献

の記述を「著作」の実態関連分析法による構
造化を図る試みが進められている。IFLAが取
りまとめた「FRBR （Functional Requirements for 
Bibliographic Records）」14）15）は今後の目録の概
念モデルを示している。実際の記述に関しては、
ISBDの記述の要素へのマッピング作業も行われ
ている。

FRBRは情報メディアの物理的単位の記述から
著作単位の記述を実現するものであり、異なる情
報メディアを統一的に組織化することが可能にな
る 16）。ただし現状では実際の記述方法が定まっ
ていないことが課題である。

2.1.3．書誌コントロールのあり方に対する課題
2008年 1月に米国議会図書館がまとめた「書
誌コントロールの将来ワーキンググループ」の報
告 17）において、次の七つの視点から書誌コント
ロールの将来像を示している。
① 外部データの活用による効率化
② 目録作業にかかわる協働の推進
③ 出版者を含めた書誌記述と典拠コントロー
ル

④ ユニーク資料の組織化
⑤ OPACの機能改善
⑥ AACRに代わる RDAの策定に関する勧告
⑦ LCSHの見直し
この報告では書誌コントロール全般について集
中型の書誌コントロールが困難になりつつあるこ
と、それを打開するために出版者・書店流通業界
などの図書館外部で作成される書誌データを活用
すること、複数の図書館が共同作業を行うことで
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書誌コントロールの作業を容易にしようとするこ
とを提言している。あわせて、余力を書誌記述と
典拠コントロールに向けるべきと提言している。

FRBRを利用して文献世界を統一的なデータ
ベースで扱おうとする場合、このような外部デー
タの活用や複数の書誌作成機関による共同作業は
必須である。
一方で、外部データの書誌的記述が不十分な場
合、図書館が最終的な書誌記述を行うことは必須
である。冗長性の除去とあわせて、これら書誌コ
ントロールを統一的に実施する機関は必要である
と考えられる。

2.1.4．主題付与方法
通常、文献の主題を表す場合には件名や分類の
付与を行っている。しかしこれを異なる情報メデ
ィアを対象に主題付与する場合、次のような課題
が考えられる。
まず各情報メディアに適している主題の精度が
異なることである。例えば図書が多様な主題を含
む記述となることは多々あるが、一方で雑誌記事
においては狭い範囲の主題を取り扱うことも多
い。当然、付与されるべき主題の精度が異なって
くる。
さらにウェブ情報源をはじめとする速報性の高
いメディアにおいては、従来の件名・分類に該当
する標目が存在しないケースも想定される。件名
標目の追加は地道に行われているが、新しい主題
の出現への対応に時間がかかるのも事実である。
このような状況にいかに対応するかも課題であ
る。
したがって情報メディアを統一的に組織化する
場合において、これらの課題を解決するための方
法を検討する必要がある。

2.2．検索システムにおける課題
2.2.1．ユーザーインターフェースの統一
情報メディアの多様化により情報検索システム
が分散化される以上、対応するユーザーインター
フェースは分散化される。
先に挙げた雑誌記事を探すケースでは、まず雑
誌記事索引を検索し、その後に該当する雑誌の所
蔵を目録で検索する。この場合二つの情報検索シ

ステムが介在する。また主題から目録を検索する
場合には、統制語である件名標目の知識を有しな
い限り、件名標目表を参照した後に目録の件名検
索を行う。この場合にも二つのツールが必要とな
る。
このように、情報の所在と所蔵を確認するとい
う図書館利用にとって基本的な行為も、単一の情
報検索システムでは行うことができないことがあ
る。情報検索をより容易に行うためには、情報検
索システムが単一のインターフェースに統合され
ることが望ましい。「図書館ポータルシステム」
は後述する単一のインターフェース「図書館ポー
タルサイト」によって複数の情報メディアを一元
的に検索できるシステムとする必要がある。18） 19）
20）21）

2.2.2．主題検索における課題
現在の公共図書館におけるWeb-OPACにおけ
る主題検索機能は、件名検索・NDC検索を用意
しているものがほとんどである。
ところが多くの公共図書館の利用者は、統制語
である件名標目の知識を持っていることは稀であ
り、NDCの体系を熟知しているとは考えにくい。
現在のWeb-OPACは主題検索機能を有していて
も、実際には利用者が使いこなせていない。
また目録以外の情報検索システム、例えば

NDL雑誌記事索引では公共図書館で一般的な基
本件名標目表 22）を採用しておらず、国立国会図
書館件名標目表 23）を用いている。その他専門的
なデータベースになれば、独自の主題体系を有す
ることもある。
このように現行の情報検索システムは、利用者
側が主題知識を身に付けていることを前提として
いる。これをより使いやすくするためには、まず
主題付与において単一の主題体系を用いることが
必要である。そして利用者がその主題体系を理解
していなくても主題検索ができるように、自然語
からアクセスできる主題検索方法でなければなら
ない。24）

このような指摘はマーシャ・ベイツらのレポー
ト 25）において既に取り上げられている。ベイツは、
利用者がアクセスの際に使用する「利用者アクセ
ス語彙」による主題検索を提唱している。
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さらに重要なことは、単に自然語と統制語であ
る件名を結びつけるだけではなく、利用者に「適
切な」主題を選択させることである。「図書館ポー
タルシステム」においてはそのための機能が含ま
れることが必要となる。

2.2.3．利用者間の情報検索技術格差の存在
情報検索システムが直面する課題として、利用
者間の情報検索技術の格差が存在する。
情報検索においては適切な検索語を選択し、そ
の情報検索結果を適切に読み取ることが要求され
る。しかし公共図書館の現場で一般的な利用者の
検索行動を見る限り、利用者の多くは直感的に検
索語を選定し、その検索結果に疑問を抱くことな
く受け入れている。このような原因の一つとして、
サーチエンジンによる気軽な情報検索が一般化し
たためと考えられる。
利用者が単純な情報検索を行っている一例とし
て、リクエストカードにおける書誌事項の誤りが
挙げられる。利用者が OPACで検索した結果「所
蔵なし」と判断したリクエストを、職員が再確認
してみると単に書誌事項の誤りであったという
ケースはよく見られる。また、利用者が類義語・
同義語などを事前に調査して複数の検索語で検索
を行わなかったために、多くの「検索漏れ」が生
じるケースも存在する。
それを裏付けるように、前出のベイツレポート
では、利用者の情報検索行動を分析している。人々
が主題検索を好むこと、検索式に 1・2語しか用
いないこと、検索式よりもブラウジングを好むこ
となどを指摘している。
これらの課題を解決するためには、利用者が適
切な検索語を選択し、適切な検索結果を選択でき
るように支援する機能が必要である。「図書館ポー
タルシステム」においては、検索における利用者
支援機能が含まれる必要がある。

2.3．図書館サービスとの連携における課題
Web-OPACをはじめとする現在の公共図書館に
おける情報検索システムは公共図書館サービスと
の連動性が低い。仮に連携機能が存在しても、予
約手続きや貸出中資料の確認にとどまっている
ケースが多い。

例えばリクエスト制度を考えた場合、利用者は
総合目録や横断検索システムによって所蔵情報を
確認することができても、利用者自身がオンライ
ンで資料を取り寄せる手続きを行うことはできな
い。リクエストを受けた図書館が相互貸借の手続
きを行って資料を取り寄せるのである。その間に
ILLシステムが介在したとしても、図書館司書が
介在することには変わりはない。このようなケー
スの場合、利用者は図書館に来館する、あるいは
電話等の手段を通じてリクエストを行う必要があ
る。
先行研究において、永田 26）は「図書館ポータ
ル」においてはサービスを束ねることが必要であ
ると指摘している。その指摘どおり、現在の公共
図書館が提供する情報検索システムは、情報の所
蔵や所在を調べるツールが分散化しているだけで
なく、公共図書館サービスとの連携という視点が
欠けている。「図書館ポータルシステム」を検討
するにあたっては、一次情報の入手性や二次情報
の活用など公共図書館サービスとの連携機能が備
わっている必要がある。

3．課題解決のための機能要件

第 2章で取り上げた課題を分析すると、新しい
情報検索システム「図書館ポータルシステム」が
必要とする機能要件は次のようになる。
（1）情報組織化における機能要件

①　情報源の収集・組織化の対象の拡大
②　ウェブ情報源の評価方法の確立
③　「地域情報リポジトリ」の提供
④　FRBRを採用した新しい情報組織化
⑤　主題情報の組織化

（2）検索システムにおける機能要件
⑥　ユーザーインターフェースの統一
⑦　自然語からの主題検索機能
⑧　利用者志向の検索機能

（3）図書館サービスとの連携における機能要件
⑨　一次情報入手機能
⑩　「全国書誌（メタ）データ」の活用機能
次節以降ではこれら 3つの主な機能要件につい
て分析を行う。
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3.1．情報組織化における機能要件
3.1.1．情報源の収集・組織化の対象の拡大
公共図書館サービスにおいて提供する情報源の
範囲は、従来の図書館資料に加えてウェブ情報源
をはじめとする図書館外の情報源まで広がってき
ている。
図書館外の情報源を提供するにあたっては、そ
の品質・正確性・情報の価値などを一定の基準に
おいて保証する必要がある。特にウェブ情報源に
おいてはその評価の対象を主に二次情報源とす
る。これは二次情報源を評価することにより、そ
こに含まれる一次情報源の品質も担保することが
可能となるためである。
「図書館ポータルシステム」ではこれら図書館
資料と図書館外情報源をあわせて「図書館情報源」
と定義し、公共図書館において評価・収集し、組
織化する対象とする。

3.1.2．ウェブ情報源の評価方法の確立
公共図書館における図書館外情報源には、商用
データベースのように出版流通過程を経たもの
や、公的機関のように信頼できる機関の情報源が
ある。一方で、信頼できる第三者評価を経ずに著
者自身が直接ウェブ上に公開している情報源が多
数ある。これらの対象のうち、公共図書館が「図
書館情報源」として記述の対象となるものは一定
の条件を満たした情報源である。
「図書館情報源」として組織化するに当たって
はその品質・正確性・情報の価値を判断する必要
がある。
表 1はウェブ情報源の評価要件と評価方法をま

とめたものである。

まず「正確性」であるが、主に責任表示と出典
の明示から判断できる。著者名、著者の連絡先の
表示はその著作に対する責任表示である。また出
典の明示はあらゆる文献の正確性を担保する基礎
的要因である。これらが明示されることにより、
第三者が情報の正確性を検証することができる。
次に「客観性」であるが、著者自身や所属する
団体、出版者が公共性や学術性を有しているかに
よって判断できる。また純粋なデータなど明白な
事実を扱うケースも客観性が担保される。
最後に「価値」であるが、情報の内容からその
独創性を判断できるほか、情報源として有益であ
るかどうかなどもその価値を図ることができる。
また引用頻度の高さも価値判断の基準となる。
ウェブ情報源の評価においては、これら必要最
低限の 3項目でまず情報評価し、必要に応じてさ
らに詳細な内容評価を行うことで情報組織化を進
める必要がある。

3.1.3．「地域情報リポジトリ」の提供
前項において触れたとおり、ウェブ情報源は膨
大に存在し、個々の公立図書館が別々に情報評価
を行うことは難しい。むしろ公共図書館の地域性
を生かして各図書館が設置自治体に関する地域情
報源を評価・組織化していくこと 27）が重要である。
公共図書館において郷土資料・行政資料の収集
は既存メディアにおいて行われているが、これを
ウェブ情報源にも拡大していく必要がある。
またそれら評価されたウェブ情報源や、電子媒
体で出版された地域行政資料などを適切な著作権
処理の元にアーカイブ化し保存・発信していく役
割を持たせるべきである。

表 1　ウェブ情報源の評価要件と評価方法

377



北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部研究紀要　第１号

「図書館ポータルシステム」ではこれら地域情
報に関するアーカイブ「地域情報リポジトリ」28）

29）機能を提供する必要がある。

3.1.4．FRBRを採用した新しい情報組織化
「図書館ポータルシステム」が目指す単一シス
テムにおける情報検索システムを実現する上で必
要となるのが、異なるメディアの「著作」を一元
的に管理する手段である。

FRBRは文献を「著作」－「表現形」－「体現
形」－「個別資料」の関連で捕らえる新しい目録
の概念モデルであり、「図書館ポータルシステム」
が目指す所在・所蔵提供システムを実現可能とす
る考え方である。
ある著作が複数のメディアで記録されている場
合、記録方法の違いは「表現形」において区別さ
れる。さらに具体的な出版物として「体現形」に
おいて区別される。最後に図書館の蔵書という「個
別資料」において「所蔵」を表現することができ
る。図 1は FRBRの概念を示した例である。

図 1　FRBRの例

このように、FRBRの概念モデルを適用するこ
とにより、ある情報源が存在するか否かという「所
在」と具体的情報源の「所蔵」を一元的に管理す
ることができる。「図書館ポータルシステム」で
は FRBRを実際の情報組織化に取り込むことに
より、従来の全国書誌と総合目録の機能を併せ持
つことになる。また先にあげた図書館外情報源も
記述の対象となる。
「図書館ポータルシステム」ではこれを「全国
書誌（メタ）データベース」と定義し、これを提

供することにより一元的な情報組織化を実現させ
る。

3.1.5．主題情報の組織化
「図書館ポータルシステム」では図書、雑誌記事、

Web情報源など異なる書誌階層の文献を一元的
に扱う。各情報源に付与される主題の精度が異な
っているため、主題情報の組織化においては工夫
が必要となる。
考えられる手法として、現在各文献に付与され
ている件名・分類・キーワードを関連付ける方法
が考えられる。
例えば NDL雑誌記事索引に収録された雑誌記

事には請求記号として NDLCが与えられている。
また統制語ではないものの、雑誌記事の内容を示
すキーワードが付与されている。このキーワード
を主題に対する「関連語」として取り扱うことが
考えられる。主題と関連語を相互に関連付けるこ
とより、件名・分類・キーワードを階層的にリン
クすることが可能になる。
また文献の論題にある重要名詞や責任表示を主
題に対する「関連語」とすることにより、主題に
結びつきのあるキーワードを増やすことも考えら
れる。
さらに、利用者の情報選択行動を活用すること
が考えられる。例えば利用者が検索で使用した自
然語と、検索結果から利用者が利用に選択した文
献の主題を蓄積する。多くの利用者が情報選択に
結びついた自然語をその文献の主題との「関連語」
として採用することも考えられる。また、採用さ
れた各関連語に対する一般的な同義語・類義語も
「関連語」として取り込み、上位主題との関連付
けを行うことも考えられる。
このように統制語としての件名標目を上位主題
として付与し、自然語ではあるが主題に結びつく
「関連語」を下位主題として扱うことにより、自
然語からの主題検索に対応できるようになる。
また採用した件名標目に対応する主題がない場
合であるが、ひとつの方法として既存の関連語と
の意味的な近接性を用いることが考えられる。例
えば「マルウェア」という言葉は近年出てきた用
語であり、文献数もそれほど多くはない。そこで
「マルウェア」に近接性がある語彙を探し、例え
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ば「コンピューターウイルス」であるとする。後
者をタイトル・キーワードにした文献は多いため、
これに用いられた主題を近接主題として採用する
ことは可能である。
以上述べてきたように、統制語である件名標目
を上位主題とし、自然語からなる「関連語」を下
位主題概念層として関連付けて取り扱うことによ
り、異なる主題階層の文献群を一元的に管理する
ことが可能になる。「図書館ポータルシステム」
ではこれら主題階層を管理する「主題管理データ
ベース」を有することが機能要件となる。

3.2．検索システムにおける機能要件
3.2.1．ユーザーインターフェースの統一
「図書館ポータルシステム」は「図書館情報源」
を記述の対象とし、「全国書誌（メタ）データベー
ス」に情報組織化を行う。これにより公共図書館
が利用者に提供しうる情報源の「所在」と「所蔵」
情報を一元的に管理することが可能となる。さら
には単一のインターフェースによって情報検索を
行うことが可能となる。また情報検索から一次情
報の入手まで単一のインターフェースで処理でき
ることにより、今まで一次情報にたどり着くこと
が困難であった利用者層に「図書館情報源」を示
すことが可能になる。
これらのことから単一のインターフェースを提
供することのメリットは明らかである。この利用
者側のインターフェースを「図書館ポータルサイ
ト」と定義し、これを有していることが「図書館
ポータルシステム」の機能要件となる。

3.2.2．｢ 統合検索システム ｣の検討
同様なコンセプトから作成された情報検索シス
テムとして「統合検索システム」がある。「統合
検索システム」は既にあるデータベースを横断的
に検索してその結果を統合的に表示する情報検索
システムことであり、現代的な分散型データベー
スのあり方の一つである。
統合検索は単一のインターフェースで複数の
データベースを検索することができる。代表的
な例として国立情報学研究所の『Genii』がある。
また、国立国会図書館の『NDLデジタルアーカ
イブポータル』は検索結果を含めて統合的に表示

している。
このような統合検索の課題は異なるデータベー
スを横断的に検索・処理するために、統合するデー
タベース数に応じて検索結果の表示に時間がかか
ることである。また統合検索では書誌（メタ）デー
タが分散されていることには変わりがなく、文献
の統合的な書誌コントロールという目的を果たす
ことは出来ない。例えば、異なるメディアの主題
検索や ILL機能を利用するためには統合的な書
誌コントロールが必須である。以上から「統合検
索システム」は本稿が課題として挙げた機能を満
たすことは出来ないと考える。

3.2.3．自然語からの主題検索機能
「3.1.5.主題情報の組織化」で述べたように「図
書館ポータルシステム」には「主題管理データベー
ス」がある。
利用者側に統制語である件名標目を意識させず
に主題検索させるためには、「主題管理データベー
ス」がもつ下位主題概念層である「関連語」から
の検索が必要となる。
利用者が主題検索を実行した場合、主題検索シ
ステムは件名標目および「関連語」に対して検索
を実行する。関連語は著者・図書館が付与したキー
ワード、書誌事項から抽出した重要語、及びそれ
らの同義語・類義語、利用者アクセス語彙などか
らなる自然語である。これら「関連語」に照合し
た場合、システム側が「関連語」の上位主題であ
る件名標目を示すことが可能になる。そこで利用
者は統制語である件名標目が扱う文献群を照会す
ることができるようになる。
また単一の件名標目を示すだけでなく、近接す
る件名標目やその関連語を参照する機能を付与す
ることにより、利用者による主題選択の機会を与
えることも考えられる。利用者が情報検索に用い
た検索語がもとめる文献群と一致していなかった
場合、このような参照機能を用いることによって
より適切な主題選択を行うことが可能になる。
このように「主題管理データベース」を照合す
る検索システムを持つことによって、統制語の知
識を持たない利用者が自然語から統制語である件
名標目を導き出すシステムを有することにより、
利用者が自然語からの主題検索を可能とすること
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ができる。

3.2.4．利用者志向の検索機能
情報検索において適切な検索結果を得るために
必要な条件として、適切な検索語の選定と検索結
果の適切な解釈が挙げられる。
この課題を解決するために「図書館ポータルシ
ステム」は、情報検索における利用者間の検索技
術格差をシステム的に解消する。すなわち適切な
検索語の選定と検索結果の適切な解釈が行えるよ
うな機能である「利用者支援機能」を検索に取り
込むことが考えられる。
表 2は検索語の選定における「利用者支援機能」

を示したものである。
表 2にあるように、利用者が入力した検索語に

対して「再検索語」を提示する、あるいは主題検
索で示したように利用者の検索に対して直接書誌
を表示せずに「関連語」を表示して検索語の再選
定の機会を与えることによって、利用者の検索語
の選定ミスに起因する検索の失敗を減らすことが
可能になる。
次に検索結果を正しく評価するためには、必要
な情報とノイズを区別する技術が必要となる。
これをシステム的に支援する機能が「検索結果

評価支援機能」である。
例えば情報検索において、利用者は表 3のよう

な利用者要求を背景に持っている。
現在の情報検索システムはこれら利用者要求属
性を反映するようにはできていない。利用者は検
索結果を自ら読み取り、自分も持つ条件に合致す
る資料のみを選択する必要がある。
「図書館ポータルシステム」ではこれら利用者
要求属性を情報検索システムに取り込むことによ
り、利用者の情報検索技術が情報検索結果を正し
く評価できないレベルであったとしても、あらか
じめ検索に反映させることによって利用者要求属
性を満たす検索を行える機能を有する必要があ
る。

3.3．図書館サービスとの連携における機能要件
3.3.1．一次情報入手機能
情報検索システムと図書館サービスの連携でま
ず挙げられるのが「一次情報入手機能」である。
現在でもWeb-OPACからの予約等はおこなわ
れているが、「図書館ポータルシステム」ではそ
れをさらに発展させた機能を有する。
「図書館ポータルシステム」は FRBRの目録概
念モデルを適用し、全国書誌であると同時に個々

表 2　検索における選定

表 3　利用者要求属性と検索対象属性
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の所蔵館の蔵書（個別資料）を管理している。こ
の機能と物流管理システムを結びつけることによ
り、該当自治体図書館の物流の範囲内で利用者自
身が近隣の図書館の蔵書を取り寄せる機能（相互
貸借）を組み込むことが可能になる。
また著作単位の管理を行っていることから、い
わゆる記事単位での一次情報入手が可能となる。
代表的な例が文献複写であり、著作権法の範囲内
で文献複写を直接申し込みできるようにできる。
あるいは電子ジャーナルなど電子的な一次文献
を購入している図書館の利用者においては、リン
クリゾルバを使用して直接一次文献にアクセスす
ることが可能とすることが考えられる。
また文献を購入したい利用者のために購入の選
択肢を入れることも考えられる。これは従来の図
書館サービスでは取り扱ってこなかったサービス
であるが、一次情報を購入によって入手したい
ニーズは確実に存在する。こうしたニーズにも柔
軟に対応できる機能が求められる。
以上、「図書館ポータルシステム」では図書館
情報源の予約手配・複写及び出版流通システムか
らの購入を複合した新しい一次情報入手機能を備
えることが考えられる。

3.3.2．「全国書誌（メタ）データ」の活用機能
「図書館ポータルシステム」では利用者がその
「全国書誌（メタ）データ」を「文献リスト機能」、
「SDI機能」、「グルーピング機能」、「文献属性修
正機能」などに使用することができる。
「文献リスト機能」は貸出、予約、複写の状態
や履歴といった図書館情報源の使用状況を把握す
る機能のほか、検索結果を保存して二次利用する
ことが考えられる。
例えば論文における参考文献リスト、これから
手配予定する候補リストなど、利用者の目的に応
じて文献リスト化することが考えられる。
「SDI機能」は利用者が登録する主題・キーワー
ドに合致する新しい文献をリスト化して表示する
機能である。SDIサービスを「図書館ポータルシ
ステム」に組み込んだケースである。
また、グルーピング機能は「図書館ポータルシ
ステム」における SNS31）的機能である。利用者
の個人情報を直接表示することなく、ウェブ上で

コミュニティを形成し、調査研究・教育・起業な
どを目的とするサービスである。従来の SNSと
の違いは「図書館ポータルシステム」の情報検索
機能や文献リスト機能、団体資料利用機能などを
有する点である 32）。その最大のメリットはグルー
プ内で最も情報検索能力の高い者の情報検索結果
を共有し、「図書館ポータルシステム」が提供す
る信頼できる「図書館情報源」を一次情報として
入手・活用できる。このように信頼性に高い情報
源に基づいた活動ができる点が最大の利点であ
る。
最後に「文献属性修正機能」であるが、システ
ム側が利用者側の検索結果や利用動向を分析して
文献属性の変更や、関連語の生成する機能である。
その結果、より利用に即した文献属性の作成が可
能になる。

4．概念モデル「図書館ポータルシステム」の構成

4.1．システム構成
前章で取り上げた各機能を情報検索システムに
適用した場合にどのようなシステムが考えられる
か、概念モデルとしての「図書館ポータルシステ
ム」を検討し、その検索シミュレーションを行う。
図 2は「図書館ポータルシステム」のシステム

構成を示したものである。

図 2　「図書館ポータルシステム」のシステム構成
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「図書館ポータルシステム」はウェブ上から切
り離された「基幹システム群」と、ウェブ上に公
開された「図書館ポータルサイト群」、そして各
公共図書館の業務用システムとなる「ローカルシ
ステム」から構成される。
「基幹システム群」は FRBRの概念を取り入れ
た「全国書誌（メタ）データベース」を中心とし
たシステムである。さらに典拠・索引に相当する
「書誌管理データベース」・「主題管理データベー
ス」があり、加えて「主題別文献リストデータベー
ス」がある。これらを管理するためのシステムと
して「書誌（メタ）データ組織化システム」がある。
また、利用者の個人的な情報を取り扱う「利用
者データベース」、ウェブ上でグルーピング機能
を使用する際に必要となる「グルーピングデータ
ベース」がある。その他に全体的なシステム管理
を行うための「検索・調停システム」がある。こ
れら各システムが相互に関連して「図書館ポータ
ルシステム」の基幹的な機能を受け持っている。
一方、「図書館ポータルサイト群」は利用者の

ユーザーインターフェースとなる「図書館ポー
タルサイトサーバー」、グルーピング機能をウェ
ブ上で使用する際に用いる「グルーピングサー
バー」、そして地域に関するコンテンツをウェブ
上で提供する「地域情報リポジトリサーバー」か
ら構成される。
「ローカルシステム」とは「図書館ポータルシ
ステム」に接続された業務システムに相当するシ

ステムであり、公共図書館ごとに「各公共図書館
ローカルシステム」が設置される。
表 4は「図書館ポータルシステム」の構成要素

と機能要件を対応させたものである。
例えば「①情報源の収集・組織化の拡大」に対
応するシステム構成要素は、「全国書誌（メタ）デー
タベース」と「地域情報リポジトリサーバー」で
ある。各データベースの更新等の作業を行うため
に関連するシステム構成要素が「書誌（メタ）デー
タ組織化システム」「各公共図書館ローカルシス
テム」である。その更新を受けて「書誌管理デー
タベース」「主題管理データベース」「主題別文献
リストデータベース」の関連項目が更新されるた
め、関連システム構成要素となる。
その他の機能要件についても同様に主に対応す
るシステム構成要素と関連して対応するシステム
構成要素に分かれている。これらのシステム構成
要素がそれぞれ機能要件を満たすことにより、「図
書館ポータルシステム」は運用される。

4.2．ユーザーインターフェースとしての「図書
館ポータルサイト」

「図書館ポータルシステム」における利用者側
のインターフェースが「図書館ポータルサイト」
である。利用者が公共図書館サービスを利用する
際のポータルサイトとしてログイン手続きするこ
とにより、各利用者向けの専用画面が表示される。
図 3は「図書館ポータルサイト」の一例である。

表 4　各システムと機能要件の対応

382



公共図書館における情報検索課題の解決のための概念モデル「図書館ポータルシステム」

図 3　図書館ポータルサイト画面

「図書館ポータルサイト」の機能は「全国書誌
（メタ）データベースを検索する情報検索機能と、
利用者個人の属性を反映するポータル機能に分け
られる。図 3の左側が情報検索機能に関する部分、
右側がポータル機能に関する部分である。これら
の表示設定は利用者ごとにカスタマイズできる。
図 3の例の場合、右上に利用者個人に関する情

報が表示されている。個人情報の表示に関しては
利用者自身が設定し、氏名やハンドル名など表示
設定は利用者の嗜好に拠る。普段利用する図書館
はその利用者が利用することが可能な公共図書館
をリスト表示して選択できるようにする。また
「お知らせ」の部分では、提供可能な予約資料や

SDI機能が表示されている。「あなたの情報リス
ト」では利用者が検索結果を文献リストとして保
存し、任意のリスト名をつけてある。
図 3左側には情報検索機能に関する部分が表示

されている。主題検索がメインの検索機能となっ
ており、書誌検索への切り替えができるようにリ
ンクされている。また分類における階層表示やツ
リー表示など利用者に適した検索が可能である。
図 3右下には利用者要求属性に関する設定があ

る。入手条件・文献属性による検索結果のフィル
タリングが可能となっている。各条件設定はポー
タルサイトのトップ画面で変更できるほか、いく
つかの検索条件設定をあらかじめ用意して選択し
たり、検索毎に再設定したりすることもできる。

4.3．書誌（メタ）データ検索のシミュレーション
「図書館ポータルシステム」の書誌（メタ）デー
タ検索は FRBRの実体関連分析構造を取り入れ
た新しい検索システムである 33）34）。図 4は書誌（メ

タ）データ検索画面の例である。
「簡単検索」を使用すれば一般的なサーチエン
ジンと同様の検索方法で検索することもできる。
しかしここでは「著作」からの検索例を取り上げ、
「著作」「表現形」「体現形」「個別資料」の各段階
に対する展開をシミュレーションしてみる。
例として川端康成の「雪国」を取り上げてみる。
図 5は書誌（メタ）検索画面の「著作」検索フィー
ルドからタイトル「雪国」・著者「川端康成」で
検索した例である。検索結果として「著作」に対
するタイトル標目、著作に責任を持つ個人標目な
どが表示される。
著作検索の結果からそれぞれ ｢ 表現形 ｣｢ 体現

形 ｣「個別資料」を参照できる。段階を追って「表
現形」のリンクを参照すると、表現形の一覧が表
示される（図 6）。
「表現形」においては「著作」のメディアの種
別や使用されている言語など、「著作」の表現上
の特性に応じて文献を絞り込むことが可能とな
る。
「表現形」の一覧から細目を選択すると、「表現
形」の詳細書誌が表示される。例えば「4.映像
/日本語」を選択すると、著作「川端康成」の「雪
国」における「映像資料」で「日本語」で表現さ
れた情報の一覧を見ることができる。
表現形「映像 /日本語」の一覧から複数の映像
化された情報源があることが確認できる。さらに
表現形タイトルをクリックすると、「表現形」の
詳細書誌情報と体現形を展開することができる。
例えば豊田四郎監督作品を選択すると、図 7よう
に表示される。これは同じ「川端康成」の「雪国」
における「映像資料」で「日本語」によって表現
された物理的な資料として、複数の「体現形」が
あることを示している。例では 1993年に出版さ
れたビデオカセット（VHS）と 2003年に出版さ
れたビデオカセット（VHS）があることがわかる。
このような同一「著作」の同一「表現」におけ
る別々の「体現形」の存在があることはクラシッ
ク音楽等ではよくあることである。このように
｢ 図書館ポータルシステム ｣における書誌（メタ）
検索機能は従来にはないきめ細かな書誌検索を実
現している。
続いて体現形の一覧から 1件書誌を選択してリ
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図 4　書誌検索画面

図 5　書誌検索 - 著作

図 6　書誌検索 - 表現形

図 7　書誌検索 - 表現形一覧 

図 8　書誌検索 - 体現形

図 9　書誌検索 - 個別資料一覧

図 10　書誌検索 - 個別資料詳細
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ンクを参照すると、体現形に関する詳細書誌情
報と個別資料の一覧を表示する（図 8）。例えば
2003年に作成されたビデオカセットを選択した
場合には、その体現形に関する詳細書誌情報と個
別資料の一覧（所蔵館）を見ることができる。
図 9は「体現形」の詳細書誌と「個別資料」の
一覧を表示している。このように「個別資料」の
表示により「所蔵」を表現できる。従来の総合目
録に相当する機能を「図書館ポータルシステム」
では全国書誌データベースの中に包含している。
さらに個別資料をクリックすると個別資料の詳
細情報及び入手可能性などが表示される。
図 10は個別資料 S県立図書館所蔵資料の詳細
情報である。「個別情報詳細画面」では「個別資
料」の現在の状態、「個別資料」の配架位置のほか、
視聴覚資料の特徴として著作権上の利用制限情報
などが表示される。利用者はこの画面から一次情
報入手手続を行うことができる。
以上、書誌（メタ）検索画面からの情報検索は

FRBRにおける ｢ 著作 ｣「表現形」「体現形」｢ 個
別資料 ｣を階層的に表示し、最終的に利用者が一
次情報として入手できるまで処理を行うことがで
きる。

4.4．主題検索のシミュレーション
自然語からの主題検索を実現するために、「図
書館ポータルシステム」では図 11及び表 5で示
したような主題管理データベースを持つことが考
えられる。このようなシステムを持つことにより、
利用者は統制語である件名標目を意識せずに主題
検索を行うことが可能となる。このシステムに基
づいて自然語からの主題検索のシミュレーション
を行う。

図 11　主題管理方法

表 5　主題レベルとその作成・管理方法
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例として、利用者が「職業倫理」について調べ
たいと考え、検索語に「職業倫理」を選択したと
する。検索結果は主題階層表示方式で検索結果を
表示したとする。この場合には図 12のような一
次検索結果を得ることが出来る。
「図書館ポータルシステム」は件名標目・参照・
関連語などからなる「主題管理データベース」を
検索し、ヒットする項目があればそれに該当する
主題を階層表示する。この場合「職業倫理」は「職
業道徳」の参照語であったため職業道徳を中心に
階層表示している。
利用者が探している情報の主題を「職業道徳」
でよいと判断した場合、「職業道徳」を主題とし
て扱う文献リストを表示する。
図 13は主題文献リストのイメージである。文
献リストは FRBRにおける ｢ 体現形 ｣の表示と
なっている。
この画面例においては、画面左上に主題（件名

標目）を示した上でメディア別にヒット件数を表
示している。文献リストは代表的な書誌事項を表
示し、さらに「体現形」の詳細画面に展開するこ
とが出来る。またリストの出力順も変更できる。
対象となるメディアはいわゆる「表現形」の設
定を検索時に行うことで選択できる。図書、雑
誌、新聞、ウェブ情報源など、個々の文献の単位
は書誌階層が異なる。文献リストとして共通して
いるのは主題であり、異なるメディアの異なる書
誌階層を一括して扱っている。この書誌の扱い方
が FRBRの概念を導入した全国書誌（メタ）デー
タベースの特長である。従来の図書館のWEB-
OPACにおいては、情報検索の結果がその図書館
の「所蔵」する「物理的な単位」の書誌リストと
して表示されてきた。ここで示している「主題文
献リスト」は全国書誌として「所在」する「書誌
的な単位」のリストとして表示されている。所蔵
情報はその下位に位置する「個別資料」として表
示される。
次に文献リストの中から 1件文献を選択する

と、各書誌の「体現形」における詳細画面を表示

図 12　主題検索一次検索結果

図 13　主題別文献リスト

図 14　主題別リスト詳細画面（体現形）

図 15　主題検索－個別資料
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することができる。ただし利用者の便宜を考慮し
て、所蔵館という形で「個別資料」の情報が表示
されている。（図 14）
所蔵館情報は、利用者が普段利用しているアク
セスポイントを中心に、一次資料の入手可能性が
高い順序で表示してある。利用者は「個別資料」
から資料状態を確認することが可能である。
もっとも、一次情報入手のために予約を行う場
合には利用者に提供するのに最適な「個別資料」
を「図書館ポータルシステム」側が割り当てする
ため利用者側が個別資料の動態情報を意識する必
要はない。
この事例の場合、S県内に雑誌「宣伝会議」の

659号（2004年 10月発行）を所蔵している図書
館は「T田市立図書館」だけである。「T田市立
図書館」のリンクを開くと「個別資料」画面が表
示される。
図 15は「個別資料」画面例である。この詳細

画面も「図書館ポータルシステム」の特徴が生か
されている。「個別資料」は資料単位であるから、
物理的な資料としての書誌が上位に表示されてい
る。この場合、「宣伝会議」659号が物理的な資
料としての「個別資料」になる。一方で、利用者
が検索結果として出力したのは「雑誌論文記事の
書誌」である。この両方の情報を一度に表示する
ことによって、利用者は「必要としている文献」
と「入手するための物理的資料」を把握でき、利
用者の必要に応じて「予約申込」や「複写申込」
を行うことができる。

4.5．利用者要求属性検索
図書館ポータルシステム」における 3つ目の検
索の特徴が「利用者要求属性検索」である。利用
者はこの機能を活用することにより、一次情報源
の入手性や文献重要度や内容のレベルなど詳細に
設定して検索することができる。なお、表 6は「利
用者要求属性検索」に必要となる属性・形式・管
理データベースをまとめたもの、図 16は各デー
タベースの照合関係を示したものである。
例えばある利用者が仕事で「三位一体の改革」
について顧客のためにレポートを書かねばならな
いとする。必要なのは「概要」であり情報の形態
は「何でもよい」。ただし仕事の締め切りを考え

ると「2週間以内」に参考文献を集めなければな
らないとする。「経費」は会社から落ちるのでい
くら使っても良い。
このケースにおける「図書館ポータルシステム」
で検索する条件は表 7のようになる。
利用者は検索時にこれらの利用者要求属性を検
索条件として設定する。「図書館ポータルシステ
ム」はこれらの利用者要求属性を検索結果に反映
して結果表示する。
図 17は上記条件で「図書館ポータルサイト」
から主題検索 +属性検索を行った事例である。35） 

図 16　利用者属性検索におけるシステム間の動き

図 17　利用者要求属性検索結果
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この検索結果例では主題文献リストにおいて図
書 4件、雑誌 133件のヒットがあるとしている。
そのうち「利用者要求属性」の条件に合致した文
献が「うち条件一致」で示された件数である。さ
らに条件を緩和すれば入手可能な文献が「その他
入手可能」で示された件数である。

このように入手可能な文献、利用者の探してい
る主題全文献という段階的な表示を行うことによ
って、利用者の一次情報の入手という点に配慮し
ながら文献選択の機会を与える方法も考えられ
る。
「利用者情報属性検索」は利用者側の情報に対

表 6　利用者検索属性とその管理システム

表 7　利用者要求属性検索例
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する条件を属性として捉え、情報検索結果に反映
させようという試みである。利用者自身が 1件ず
つ情報の「入手可能性」を判断する手間を省き、
利用者にとっての「ノイズ」を取り除くための機
能である。入手可能性含めた「利用者要求属性」
を反映した検索システムであることが「図書館
ポータルシステム」の利点といえる。

4.6．一次情報の入手
「図書館ポータルシステム」の特長として、利
用者が一次情報を入手するまでの手続きを一元的
に実施できる点がある。
図 18は先に示した図 17の例から利用者が一次
情報を入手するための手続き画面例である。

図 18　一次情報の入手

利用者は「著作」「表現形」「体現形」「個別資
料」のいずれの書誌階層からも一次情報の入手を
行うことができる。ただし通常は「利用者要求属
性」で指定した範囲内に絞り込まれ、一次情報入
手可能性を考慮して資料の手配を行う。
また特定の「個別資料」を指定しない限り、「体
現形」において一次情報の予約を行う。利用者に
提供される「個別資料」はその利用者が通常利用
している図書館資料に限定されず、提供まで最も
合理的で経済的・時間的な無駄のない「個別資料」
に予約の割り当てを行い、各地域の図書館間物流
を用いて提供される。現在のリクエスト・相互貸
借制度を使用したサービスが「図書館ポータルシ
ステム」から直接利用することが可能になる。
また公共図書館側は「図書館ポータルシステム」
で資料管理することにより、リクエスト受付から
相互貸借の手配にかかる事務手続きを簡略化して
システム上で実行することができる。最終的に利
用者は自分が指定した窓口から一次情報を入手す

ることができる。

4.7．「グルーピング機能」における二次情報の活
用

「グルーピング機能」は「図書館ポータルシス
テム」におけるコミュニティであり、グループに
よる情報検索・情報収集及びその活用を目的とす
る機能である。
参加者はプロフィールを公開することにより、
自らの技能や興味関心を他者に示すことができ
る。例えば起業を考えている学生や会社員が、す
でに退職した元会社員やその他有識者にグループ
の参加を呼びかけることで、そのノウハウを活用
することができる。
また参加者は信頼できる情報源「図書館情報源」
を活用することにより、教育・調査研究・起業な
どを支援できる。
各グループには「管理責任者」を設定する必要
がある。「管理責任者」は目的・主題などグルー
プに関する事項のほか、参加者の範囲（公開・参
加者の範囲等）を指定するなど必要な設定を行う。
新規にグループを作成する際には「管理責任者」
とグループの目的等について公共図書館側が審査
を行う。これは「図書館ポータルシステム」は公
共図書館サービスであり、教育・調査研究・起業
支援などの目的から外れた使用（例えば「出会い
系グループ」の設置）などを避けるためである。
また、グループ内のコミュニケーション管理や情
報管理については「管理責任者」が責任を負い、「図
書館ポータルシステム」側では責任を負わない。
新規にグループを作成するほか、既存のグルー
プに参加することもできる。利用者は主題・グルー
プ名・地域などから参加可能なグループを探し、
グループ参加申請を行う。
図 19はあるグループの例である。グループ管
理に必要なスケジューリング（イベント管理）・
電子会議室等機能（ディスカッション）のほか、「図
書館ポータルシステム」から作成した「文献リス
ト」群が表示されている。この文献リスト作成に
あたり、グループ内で最も情報検索に長けた者の
情報検索結果を共有できる。その結果、グループ
内の情報検索技術格差を埋めることができる。
「文献リスト」は入手済・既読などの参加者ご
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とのステータスを記録することもできる。参加者
は「図書館ポータルシステム」を通じて一次情報
源を入手し、グループの活動に活用することがで
きる。
このように「グルーピング機能」は調査研究支
援やビジネス支援などをオンライン上で実現する
機能であり、「図書館情報源」の活用を前提とし
たマッチングサービスという新しいサービスを
「図書館ポータルシステム」上で実現することが
できる。

5．考察
5.1．「図書館ポータルシステム」の有効性及び実

現性
ここまで「2.情報検索における課題分析」にお
いて現在の情報検索における課題を分析し、「3.課
題解決のための機能要件」において課題解決のた
めのシステム要件を検討した。さらに「4.概念モ
デル『図書館ポータルシステム』の構成と検索シ
ミュレーション」においてシステム要件を満たす
概念モデルとして「図書館ポータルシステム」を
提案し、仮想的にシミュレーションした。これで
示す限り、「図書館ポータルシステム」を実現で
きるのであれば公共図書館の利用者における情報
検索の課題を解決することが可能であり、その有
効性は保証される。
では実際に「図書館ポータルシステム」の実現
性を検討してみる。「図書館ポータルシステム」
を構築するためには、3つの課題を解決する必要
がある。
（1）「全国書誌（メタ）データベース」の作成

（2）「主題文献リスト索引」の構築
（3）「図書館ポータルシステム」と各公共図書

館のローカルシステムのネットワーク化
次節ではこれら 3つの課題について考察してみ
る。

5.2．「全国書誌（メタ）データベース」作成にお
ける課題

現在全国書誌は納本制度のある国立国会図書館
がその作成にあたっている。しかし実際には全国
全ての出版物の書誌が作成されているわけではな
い。そのことは「国立国会図書館総合目録ネット
ワーク（ゆにかネット）」36）の基本書誌数の内訳
を見てもわかる。書誌割れが多く存在するとはい
え、国立国会図書館以外の参加館による基本書誌
が多く存在する。
また、FRBRの概念を「全国書誌（メタ）デー

タベース」に適用する場合、従来の全国書誌をそ
のまま活用することは出来ない。これを「著作」
単位で階層的に再組織化する必要がある。また目
録規則においても実際の記述をどのようにおこな
うのか定まっていない。
さらに逐次刊行物、視聴覚資料、ウェブ情報

源など図書以外のメディアにおいてはそれぞれ
雑誌記事索引、新聞記事索引などの索引や民間
MARCなどに分かれており、また収録範囲も限
定的である。
これら課題を整理すると、今後以下のような作
業が必要であると考えられる。

（1）FRBRに対応した新しい書誌記述方法の策定
（2）多様なメディアに対応する書誌（メタ）デー

タ作成
（3）全国書誌作成機関の再編

（1）に関しては国際的な動向を見ながら記述の
方法を検討する必要がある。先日「日本目録規則
1987年版改定 3版」が刊行されたが、目録規則
の策定においても FRBRに対応した記述のあり
方を検討していく必要がある。日本図書館協会目
録委員会における検討に加え、後述する新しい全
国書誌作成機関における新しい目録規則の策定も
考えられる。37）38）39）

図 19　グルーピング機能の例
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（2）に関しては記述方法が確定次第、従来の全
国書誌の再編および全国書誌から欠落しているメ
ディアに対する記述作業を行う。
この全国書誌作成に当たっては、LCのワーキ
ンググループが提言 17）したように、外部データ
も活用して作成に当たることが考えられる。これ
ら外部データは書誌的記述が不備であっても、そ
れを元に最終的な書誌データを作成する一つの
ベースとなりうる。したがって民間MARC及び
出版社・書店における書誌データなども十分に活
用する。
またウェブ情報源に関しては取り上げるべきウ
ェブ情報源の選定作業も加わる。現在のように大
量のウェブ情報が生産され、Googleに代表され
るような検索技術が充実している現代において
も、図書館司書が情報源を評価して選択的に記述
の対象とすることは十分に意義がある行為であ
る。また外部機関によるメタデータが存在する場
合にはそれを元に最終的なメタデータを作成する
ことも考えられる。
（3）はそれらの作業を具体的に行う新しい機関
の設立を提言するものである。このように大規模
な書誌（メタ）データの作成・管理を行うことは
公共図書館が単館で行うことは不可能である。ま
た国立国会図書館が全ての地域資料の収集・整理
を行うことが難しいことも既に指摘したとおりで
ある。
そこで考えられるのは全国書誌作成機関を新た
に設立し、国立国会図書館や全国の都道府県立図
書館、市町村立図書館、外部データ作成機関と共
同して書誌（メタ）データの作成を行う専任の職
員を配置して作業する方法である。実際には国立
国会図書館を中心にデータセンターと事務局を置
き、各自治体の公共図書館職員はオンライン経由
でリモート作業を行う方法が考えられる。この方
式は既に「NACSIS-Webcat」40）でも実施されてい
る方式であり、実現性は高いものと考えられる。

5.3．「主題文献リスト索引」の構築における課題
主題ごとに文献リストを作成するためにはまず
各「著作」に対して主題が付与されていることが
必要である。現在においても、全国書誌や各公共
図書館の目録には件名標目や書誌分類が付与され

ている。ただし国会図書館では国立国会図書館件
名標目表によって付与しており、公共図書館の多
くで使用されている基本件名表とは異なる。また
歴史の長い公共図書館においては、目録の組織化
の時期において件名・分類として与えた標目・分
類の版が異なっているケースもある。
その他のメディアでは NDL雑誌記事索引には
件名標目は付与されておらず、国立国会図書館分
類表による分類が一部の書誌に付与されているの
みである。その他のメディアにおいては主題が付
与されているケースが少ないか、全く独自の主題
体系を与えているケースもある。
このような現状から、「主題文献リスト索引」
を作成するためには、「全国書誌（メタ）データ
ベース」の作成時に各「著作」に対して統一的な
典拠を元に主題を付与する必要がある。公共図書
館レベルにおいては基本件名表目標・日本十進分
類法などがまず挙げられるが、「著作」が扱う主
題の範囲がメディアによって大きく異なることか
ら、より限定的な主題を示すのに適している国際
十進分類法のような手法を取り入れていくことも
考えられる。また複数の主題を扱う「著作」に対
して複数の主題を付与することも必要である。フ
ァセット型の主題付与は利用者が適切な主題を選
択するのに貢献できる。
これら書誌（メタ）データに対して主題を付与
した後、「主題別文献リスト」を作成していく。
作業方法として、まず件名・分類・関連語を元に
機械的に生成し、その後に全国書誌作成機関を通
じて司書が各主題の文献で取り上げられている文
献が正しい主題に収められているかを確認する。
主題に誤りがあれば訂正を行い、不足している基
本的な文献があれば主題文献リストに加えてゆ
く。
これらの作業は膨大であるが、「全国書誌作成

機関」の作成計画のもと、全国の公共図書館司書
が作業に携わることにより最終的に作業を完結さ
せる見込みが十分にあると考えられる。これは文
献を主題ごとにリスト化する作業であり、計画的
に全国の公共図書館司書が携わることにより、最
終的に遡及作業が完結する見込みがあるためであ
る。したがってこの課題においては解決の可能性
の高いシステムであると言うことができる。
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5.4．「図書館ポータルシステム」と各公共図書館
のローカルシステムのネットワーク化にお
ける課題

「図書館ポータルシステム」と各公共図書館に
おけるローカルシステムとの関係は従来の公共図
書館におけるシステムとは異なる形態が考えられ
る。全国書誌システムとしての「図書館ポータル
システム」は前出の新しい全国書誌作成機関に設
置することになる。一方、各公共図書館のローカ
ルシステムは、「図書館ポータルシステム」にお
ける「個別資料」の動態情報を更新するためのシ
ステムとなる。最も単純なローカルシステムでは
「資料番号」（個別資料）と「利用者番号」（利用
者情報）のみ管理するだけでよい。
実際にはネットワークトラブルやバックアップ
の意味も備えて書誌（メタ）データの複製を各公
共図書館が保持することが考えられるが、理論上
は各公共図書館のローカルシステムはそこまで単
純化できる。
このようなネットワークシステムの構築の実現
性は困難を伴うものである。しかし国立情報学研
究所の NACSIS-Webcatのように、書誌を共同管
理してローカル情報を更新するシステムは現実に
運用されている。「図書館ポータルシステム」の
目指すネットワークシステムはさらにハードウェ
ア・通信環境を強化する必要があるが、将来的に
は解決可能な問題であると考えられる。その点に
おいて実現可能性が高いシステムであると言え
る。

6．結論
これまで情報検索における課題をシステム的に
解決するために、どのような機能要件が考えられ
るか、そしてどのようなシステムが考えられるか
を検討してきた。その結果、概念モデル「図書館
ポータルシステム」を導くことができた。また「図
書館ポータルシステム」の概念モデルを示すこと
により、今後の公共図書館における情報検索シス
テムの方向性と課題を明らかにできた。
その実現性に関しては、制度的、技術的な課題
が存在するものの、長期的視点に立って組織的に
作業に当たることにより、実現可能性の高いシス

テムであることが明らかになった。
以上から、概念モデル「図書館ポータルシステ
ム」は情報検索の諸課題を解決するシステムとし
て有効であり、実現性の高いシステムであると結
論できる。
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あって ,個人間の交流を支援するサービス（サイト）」
としている。

 32  教育における先行研究として CSCLの一つである
「Web Knowledge Forum」がある。これは SNS的機能
に加え ,インターネット情報源を引用し ,一つの課題
を解決する授業支援プログラムである。以下に参考文
献を挙げる。
①竹中真希子ほか「Web Knowledge Forumを利用し
た理科授業のデザイン実験」 『科学教育研究』 vol.26,
No.1, p.66-67.
②竹中真紀子ほか「Web Knowledge Forumに支援さ
れたアナロジーと概念変化」 『科学教育研究』 vol.29,
No.1, p.25-38.
③大島律子ほか 「CSCLシステムを導入した協調学習
環境の形成的評価」 『日本教育工学会論文誌』 Vol.29,
No.3, p.261-270.

 33 海外においては FRBRを適用した目録作成が試みられ
ている。例として 2件挙げる。
①米国において Research Library Croup（RLG）が
2003年に FRBRライクな検索を実現する「Red
Light Green」試行版が作られた。（現在は実験終了） 
（http://www.rlg.org/en/page.php?Page_ID＝20983） 最
終確認 2007/02/13 
② 米 国 の OCLC が WorldCat を FRBR 化 す る
試 み と し て「FictionFinder」 を 作 成 , 公 開
し て い る。FRBR ラ イ ク に 検 索・ 表 現 で き
る。 最 終 的 な「 個 別 資 料 」 は 各 図 書 館 の
OPACのデータを表示するようになっている。 
いずれも FRBRライクな検索は可能であるものの ,
「図書館ポータルシステム」の必要要件となる個別
資料の動態管理には至っていない。

 34 参考文献として
①松井和子 「RLGの新総合目録 RedLightGreenにみ
る図書館目録の可能性」 『カレントアウェアネス』 
No.277, 2003.9, p.7-8.
②「FictionFinder：巨大総合目録 WorldCat を FRBR
化する試み」 『カレントアウェアネス-E』 No.98,
2007.1, E588.
（http://www.dap.ndl.go.jp/ca/modules/cae/item.
php?itemid＝605） 最終確認 2007/02/13
などがある。

 35 この例に使用しているデータは NDL-OPACにおいて
タイトルに「三位一体の改革」を含むデータを借用し、
適宜加工したものであり、実際の主題間分析や所蔵館

情報を反映したものではない。
36 国立国会図書館 『国立国会図書館総合目録ネット
ワーク（ゆにかねっと）』（URLは非公開） 最終確認 
2006/07/25.
においては ,基本書誌総数 8,490,105件に対し ,国立国
会図書館の基本書誌数は 3,437,236件である。

37 注 15で挙げた参考文献①和中幹雄ほか訳『書誌レコー
ドの機能要件』日本図書館協会 , 2004, p.90-115.（注
14の翻訳）において ,第 7章「全国書誌レコードの機
能要件」および付録 Aにおいて基本的なデータ要件
と ISBD等のデータ要素に対する論理的マッピングを
行っている。これも一つの基本的な指針と考えられる。

38 国内で FRBRを JAPAN/MARC及び OPACを用いた研
究として次のものがある。
①学会発表
橋 詰 秋 子 「FRBR か ら み た JAPAN/MARC
フ ォ ー マ ッ ト の 機 能 的 構 造 」『 三 田 図 書
館・ 情 報 学 会 研 究 大 会 発 表 論 文 集 』 三 田
図 書 館 情 報 学 会 , Vol.2006, 2006.11, p.54-56.
橋詰秋子「FRBRから見た日本のMARCの特徴」『三
田図書館・情報学会研究大会発表論文集』 三田図書
館情報学会 , Vol.2007. 2007.11, p.13-16.
②橋詰秋子「FRBRからみた日本の図書館目録にお
ける著作の傾向：慶應義塾大学 OPACを例として」
『Library and information science』Vol.58, 2007. p.33-48
①において橋詰は FRBRの「実体」が JAPAN/MARC
上に全種類存在するとした上で ,FRBRの「属性」「関連」
については JAPAN/MARC上の半数以下であったとし
ている。目録記述法ではなく JAPAN/MARCとのマッ
ピングではあるが ,既存MARCとの書誌データのマッ
ピングを行った点では評価できる。
②において橋詰は慶應義塾大学 OPACからサンプル
データを類ごとに抽出し、実際の書誌レコードを体現
形とし、それらを表現形・著作をグループ化してその
傾向を分析している。そこでは主に 4類・7類・9類
の著作に特徴があわられたこと、FRBRの概念を適用
することにより体現形を表現形・著作にまとめること
により利用者の検索支援に有効であることなどを示し
ている。

39 IFLAでは「国際目録原則」の確定を 2008年中に予定
している。 
IFLA Cataloguing Section. Statement of international 
cataloguing principles. 
（http://www.ifla.org/VII/s13/icc/principles_review_200804.

htm） 最終確認 2008/10/27
40 国立情報学研究所「NACSIS-Webcat」 
（http://webcat.nii.ac.jp/） 
最終確認 2006/08/12
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